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九州地方・人手不足に対する企業の動向調査（2025 年 7 月） 
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正社員の人手不足を感じている九州の企業の割合は、2025 年 7 月時点で 52.2％となった。

非正社員では 30.7％となり、それぞれ高止まりが続いている。業種別では「メンテナンス・警

備・検査」が正社員・非正社員ともに 7 割を上回り、厳しい給与水準やシフト勤務など不規則な

勤務体系を背景とする『警備業』などで、人手不足が慢性化している現状がみられた。 

 

※株式会社帝国データバンク福岡支店は、九州・沖縄地区 2,542 社を対象に、「雇用過不足」に関するアンケート調査を実施した。  

なお、雇用の過不足状況に関する動向調査は、2006 年 5 月より毎月実施し、今回は 2025 年 7 月の結果をもとに取りまとめた。  

調査期間：2025 年 7 月 17 日～7 月 31 日（インターネット調査）  

調査対象：九州・沖縄地区 2,542 社、有効回答企業数は 881 社（回答率 34.7％） 
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「『警備業』など一部の業種では人手不足が慢性化」 
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企業の 52.2％が正社員不足 
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九州地方・人手不足に対する企業の動向調査（2025 年 7 月） 

正社員不足の企業は 52.2％、7月としては 4年連続の半数超 

人手不足は、深刻な「高止まり」状態が続いている。2025 年 7 月時点における、正社員の不足を感じ

ている企業は 52.2％だった。7 月としては 4 年連続で半数を上回っており、前年同月（2024 年 7 月、

52.4％）から 0.2 ポイント低下したものの変動幅は小さく、引き続き高水準で推移している。 

また、非正社員における人手不足割合は 30.7％だった。前年同月（30.2％）から 0.5 ポイント増加し、

3 年連続で 3 割を上回った。 

 

 正社員・非正社員の人手不足割合  月次推移  

 

＜業種別＞ 

正社員：「メンテナンス・警備・検査」が 76.2％でトップ 

正社員の人手不足割合を業種別にみると、「メンテナンス・警備・検査」が 76.2％で最も高く、唯一 7

割を超えた。工事現場やイベント会場における交通整理や安全確保を行う『警備業』も含まれており、厳

しい給与水準に加え、早朝や深夜などを含めた不規則な「シフト勤務」を組まざるを得ないケースも少な

くないなど、労働環境の面でも課題を抱えており、人手不足が慢性化している。 

 

次いで、ドライバー不足が深刻な「運輸・倉庫」（69.6％、前年同月比+2.9pt）が続いた。また、生成

AI をはじめとする IT 投資などの需要の多い「情報サービス」（67.6％、同-4.9pt）や、猛暑による作業

の制限や熱中症対策の義務化による作業手順の見直しが、人手不足感に影響を及ぼしている「建設」

（66.2％、同+2.0pt）など、7 業種が 6 割台となる結果となった。 
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非正社員：「メンテナンス・警備・検査」がトップ、7割超 

 非正社員でも「メンテナンス・警備・検査」が 76.5％（同+3.２pt）でトップとなるなど、慢性的な人手不

足に悩まされている実態が浮き彫りとなった。 

 また、コロナ禍以前から人手不足が深刻だった「飲食店」や「旅館・ホテル」では、人手不足割合が大き

く低下している。非正社員の就業者数がコロナ禍(2020 年)以前の水準まで回復したことや、DX やス

ポットワークの普及による生産性向上が背景として考えられる。 

 

 人手不足割合  業種別  

 

 

 

＜今後の見通し＞ 

高水準続く人手不足、スポットワーク普及はプラス材料となるか 

2025 年 7 月時点で、正社員の人手不足を感じている企業の割合は 52.2％、非正社員では 30.7％

だった。正社員で前年同期よりわずかながら低下したものの、非正社員は 0.5 ポイント増加するなど、引き

続き高い水準で推移した。 

 

特に、正社員においては 4 年連続で半数の企業が人手不足と感じており、依然として高水準となった。業

界別では、「メンテナンス・警備・検査」が 7 割を超えたほか、「運輸・倉庫」など 7 業種で 6 割台となった。 

 

非正社員でも、「メンテナンス・警備・検査」が最も高かった。また、「飲食店」や「旅館・ホテル」では依然と

して人手不足感は上位に位置するが、コロナ禍以前から比較すると改善がみられている。就業人口の回復

に加え、スポットワークの普及が大きな活路としてあげられる。スポットワークは主に小売・サービス業で広

がるなか、人手不足の解消に向けてプラス材料となることが期待されるだろう。 

正社員  非正社員  

（％）

正社員 2023年7月 2024年7月 2025年7月

1 メンテナンス・警備・検査 62.5 70.6 76.2

2 運輸・倉庫 72.9 66.7 69.6

3 情報サービス 76.6 72.5 67.6

4 建設 70.7 64.2 66.2

5 各種商品小売 85.7 62.5 61.5

6 金融 83.3 76.5 61.1

7 専門サービス 65.4 61.8 60.7

8 家電・情報機器小売 33.3 71.4 60.0

9 自動車・同部品小売 57.1 57.1 57.1

10 電気機械製造 62.5 72.2 56.3

(％)

非正社員 2023年7月 2024年7月 2025年7月

1 メンテナンス・警備・検査 57.1 73.3 76.5

2 各種商品小売 85.7 50.0 69.2

3 飲食店 100.0 70.0 55.6

4 旅館・ホテル 71.4 42.9 50.0

5 飲食料品・飼料製造 28.9 38.5 43.2

6 繊維・繊維製品・服飾品卸売 33.3 0.0 40.0

6 娯楽サービス 25.0 41.7 40.0

8 飲食料品卸売 37.5 34.5 38.7

9 飲食料品小売 50.0 60.0 36.4

10 運輸・倉庫 37.8 38.2 36.1

※母数が５社以上の業種が対象  


